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「統計は未来をひらく道しるべ」と

いわれます。

これはどういう意味なのでしょう。

統計がなぜ必要なのかを、一緒に

考えてみることにしましょう。

◆統計は現在をうつす鏡

統計には、二つの大きな役割が

あります。一つ目は現在の国の状

態を正確に知るための手段として

の意味。この面から統計は、「現在

をうつす鏡」といわれます。私た

ち国民一人ひとりが現在おかれて

いる状況や、世界の中で日本がお

かれている状況を正確に知るため

になくてはならないものです。

◆統計は未来をひらく道しるべ

二つ目は、これからの日本の社

会・経済発展の方向を探るための

手段という意味です。国や地方自

治体は、現在の社会・経済・文化

の実態が数字で表わされた統計を

資料として役立て、日々、行政に

活用しています。これらの面から

統計は「未来をひらく道しるべ」

といわれるのです。

◆統計は羅針盤

統計はまた、目立たないけれど

必要不可欠なものであるという意

味で「空気」にたとえられたり、

国を船に見立てて「羅針盤」にた

とえられることもあります。 －総務庁統計局・統計センター監修「統計のおはなし」から－

(現総務省統計局・独立行政法人統計センター)

統計で 知る・見る・活かす この社会

統計相談は統計資料室へ TEL(075)414-4483

インターネットでも統計データを提供中。
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（「京都府統計なび」で検索）

度京都府統計グラフコンクール入

ラフコンクールは、応募数 265 点で、17

作品です。
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ま え が き

　今、私たちは、かつて経験したことのない少子・高齢化、経
済や社会のグローバル化の進展など、長引く経済の低成長時代
のなかで多くの課題に直面しています。そして、これらの困難
を乗り越えるため、これまで以上にみんなが心を合わせ協力し
前進していくことが求められています。
　幸い京都には、さまざまな機関や団体、府民の皆様が連携
し、協力して大きな力を発揮するという「オール京都」の風
土があり、すでに多くの分野で取り組みが進められています。
こうした課題解決に向けた取り組みを進めて行く上で、皆が
主観やイメージだけではなく、統計という客観的事実を共通
認識として持ち、新たな発想で前向きな協議を重ねていくこ
とは大変重要です。
　この度発行しました平成24年度版「統計でみる府民のくら
し」は、京都府の人口、経済、社会、文化などの分野にわた
る主要な統計資料をグラフ化し、解説を加えてわかりやすく
まとめたものです。
　京都府のくらしや経済の現状を理解し、新たな地域づくりへ
の企画・行動のための基礎資料として、また、府民の皆様に統
計に親しんでいただくきっかけとして広く活用していただけれ
ば幸いです。

　平成25年３月

京都府知事
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ご利用にあたって

１　統計グラフで「年」とあるのは歴年（１月～12月）、「年度」とあるのは会計年度

（４月から翌年３月）を示し、年月日は調査時点を示します。

２　単位未満を四捨五入したため、総数とその内訳の計が一致しない場合があります。

３　統計表の符号の用法は次のとおりです。

 　－　該当しない又は皆無 　…　不詳又は資料なし

 　０　単位未満　　　　　　　　　Ｘ　数値が秘匿されているもの

４　主な項目について、文中等に全国数値を記しました。全国数値については、特に記載

　のないものは、本文と同じ統計調査の数値です。
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　京都は古くから文化が栄えてきました。府内各地では、原始時代や古代の遺跡が数多く発見されて
います。延暦 13 年（794）には平安京がつくられ、それ以来明治維新まで千年余の間、日本の中心と
して発展してきました。
　京都府がはじめて設けられたのは慶応４年（1868）閏４月 29 日（新暦６月 19 日）のことで、その
時はまだ山城国（現在の京都市から相楽郡までの地域）１国でした。その後、明治４年（1871）の廃
藩置県により区域は山城国の全部と丹波３郡（船井＝現南丹市の一部及び京丹波町の一部、何鹿＝現
綾部市、桑田＝現亀岡市及び北桑田郡（＝現南丹市の一部及び京都市の一部））になり、明治９年に
隣接の豊岡県が廃止されたことに伴い、そのうち丹後５郡（加佐＝現舞鶴市及び大江町（＝現福知山
市の一部）、与謝＝現与謝野町及び伊根町、中、竹野、熊野＝現京丹後市）と丹波国天田郡（現福知
山市の一部）が京都府に編入されました。さらに昭和 33 年には南桑田郡樫田村と亀岡市の一部が大
阪府に編入され、現在の京都府の区域となりました。
　京都府内の市町村数は、昭和元年には 268 でしたが、市町村合併、市町制施行が推進され、平成９
年４月に 12 市 32 町１村になりました。さらにその後の市町村合併により、平成 16 年４月１日に丹
後６町（峰山、大宮、網野、丹後、弥栄、久美浜）が京丹後市となり、平成 17 年４月１日に京北町
が京都市に編入合併され、同年 10 月 11 日に船井３町（丹波、瑞穂、和知）が京丹波町となりました。
また、平成 18 年１月１日に他の船井３町（園部、八木、日吉）及び美山町が南丹市となり、天田２町（三
和、夜久野）及び大江町が福知山市に編入合併され、平成 18 年３月１日に与謝３町（加悦、岩滝、
野田川）が与謝野町となり、平成 19 年３月 12 日に相楽３町（山城、木津、加茂）が木津川市となり、
現在は 15 市 10 町１村となっています。
　また、京都府の開庁は、京都裁判所が京都府に改称されたのが明治元年（1868）で、今年で 145 年
となります。なお、府庁舎は、明治 18 年（1885）に現在地に移されましたが、現旧本館の建物は明
治 37 年（1904）に完成されたものです。

- 京都府のなりたち -

シンボル・なりたち

流れるような柔らかさ、
うす紅色の花をつけた美
しさは京情緒そのもの。
風雪に折れないシンの強
さが、京都人気質に通じ
ます。

（昭和 29 年制定）

京都市北区中川町一帯で
生産される北山杉。木立
が天に向かってまっすぐ
伸びる姿は“伸びゆく京
都”の象徴です。

（昭和 41 年制定）

古典によく詠まれ、また、
鴨川の河原に「かわらな
でしこ」が自生し、古来
より府民に愛されてきま
した。

（平成２年制定）

憲法公布 30 周年を機に
制定。六葉形は古都の格
調の高さ、中央は「京」
の文字を表したもので、
府民の連帯性と力の結合
を表象しています。

（昭和 51 年制定）

舞鶴市冠島に２月から
11 月頃まで生息する渡
り鳥。魚群を教えてくれ
るため“サバ鳥”とも呼
ばれます。

（昭和 40 年制定）

京都嵯峨の地に源を発す
る古典ぎくで、その名称
からも、京都を強くイ
メージ・象徴しています。

（平成２年制定）

京都府の府章

京都府の鳥（オオミズナギドリ）

京都府の草花（嵯峨ぎく）

京都府の花（しだれ桜）

京都府の木（北山杉）

京都府の草花（なでしこ）

いかるが

うるう
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位　　　置

方　位 地　　名 経　　度 緯　　度

東　端 相楽郡南山城村 東経136度03分 北緯34度44分

西　端 京丹後市久美浜町 　〃134〃51〃 　〃35〃35〃

南　端 木　津　川　市 　〃135〃51〃 　〃34〃42〃

北　端 京丹後市丹後町 　〃135〃13〃 　〃35〃46〃

注　世界測地系による。

資料：国土交通省国土地理院

京都府の位置

山岳名 標高 所在地（m）

（m）

ア 皆子山 972 京都市・滋賀県
イ 峰床山 970 京都市
ウ 三国岳 959 京都市・南丹市・滋賀県
エ 鎌倉山 951 京都市・滋賀県
オ 地蔵山 948 京都市
カ 天狗岳 928 南丹市
キ 愛宕山 924 京都市
ク 竜ヶ岳 921 京都市
ケ 長老ヶ岳 917 南丹市・京丹波町
コ 桟敷ヶ岳 896 京都市
サ 経ヶ岳 889 京都市・滋賀県
シ 品谷山 881 京都市・南丹市
ス 滝谷山 876 京都市
セ 頭巾山 871 綾部市・南丹市・福井県
ソ 鍋谷山 859 京都市

タ 比叡山 848 京都市・滋賀県
チ 三岳山 839 福知山市
ツ 大江山 833 福知山市・与謝野町

資料：国土交通省国土地理院

主要山岳

主要河川

長延端流上名川河

原河広区京左市都京川  桂

生芦町山美市丹南川良由

相楽郡南山城村字北大河原（三重県界）

奥谷鎌町波丹京郡井船川師土

町富老市部綾川林上

河十五町宮大市後丹京川野竹

生板町野久夜市山知福川  牧

左岸　綴喜郡宇治田原町（滋賀県界）

右岸　宇治市笠取（滋賀県界）

畑ケ雲区北市都京川  鴨

注　淀川及び木津川の延長については京都府内の数値。

資料：府河川課

淀  川
（宇治川）

038,211

672,421

729,24

337,33

506,23

060,92

21,485

24,545

540,32

51,600木津川
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注　世界測地系による。

資料：国土交通省国土地理院
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ク 竜ヶ岳 921 京都市
ケ 長老ヶ岳 917 南丹市・京丹波町
コ 桟敷ヶ岳 896 京都市
サ 経ヶ岳 889 京都市・滋賀県
シ 品谷山 881 京都市・南丹市
ス 滝谷山 876 京都市
セ 頭巾山 871 綾部市・南丹市・福井県
ソ 鍋谷山 859 京都市

タ 比叡山 848 京都市・滋賀県
チ 三岳山 839 福知山市
ツ 大江山 833 福知山市・与謝野町

資料：国土交通省国土地理院

主要山岳

主要河川

長延端流上名川河

原河広区京左市都京川  桂

生芦町山美市丹南川良由

相楽郡南山城村字北大河原（三重県界）

奥谷鎌町波丹京郡井船川師土

町富老市部綾川林上

河十五町宮大市後丹京川野竹

生板町野久夜市山知福川  牧

左岸　綴喜郡宇治田原町（滋賀県界）

右岸　宇治市笠取（滋賀県界）

畑ケ雲区北市都京川  鴨

注　淀川及び木津川の延長については京都府内の数値。

資料：府河川課

淀  川
（宇治川）

038,211

672,421

729,24

337,33

506,23

060,92

21,485

24,545

540,32

51,600木津川



図２ 月別平均気温と降水量の変化
 （京都地方気象台）

図１ 月別平均気温と降水量の変化
 （舞鶴海洋気象台）

注　平年値は1981～2010年平均。
資料：気象庁

注　平年値は1981～2010年平均。
資料：気象庁
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地 勢 ・ 気 象

　地　勢  	

　平成 23 年 10 月１日現在の総面積は 4613.21k
㎡で、国土の 1.2％を占め、47 都道府県中 31
番目の広さとなっています。
　地形は北西－南東に長く、タツノオトシゴの
ような形をしています。
　北部は日本海に面し、変化に富むリアス式海
岸が続き、小規模な平野が開けています。中部
は大部分が山地ですが、亀岡、福知山盆地のほ
か、桂川、由良川の支流に沿って小盆地や河岸
段丘が発達しています。南部は桂川・淀川（宇
治川）・木津川の合流点を要に、山城盆地が扇
状に広がっています。

　気　象

　気象は、大阪湾に注ぐ淀川水系と日本海に注
ぐ由良川水系の分水嶺に沿って南部と北部に分
かれます。
　北部は日本海気候、南部は瀬戸内気候の特性
を示します。北部でも丹後半島地域は日本海側
の特性が顕著で、福知山盆地から丹後山地一帯
は内陸性の気候です。舞鶴湾・宮津湾付近一帯
はその両者の中間の気候です。
　これに対し、南部は亀岡盆地から南山城山間
部にかけては、内陸性の気候です。京都市の市
街地では、近年平均気温の上昇など、都市気候
化の傾向が認められます。

　平成 23 年の府内は、前年 12 月終わりから１
月末にかけて平成 18 年以来の大雪、１月の顕
著な低温、春前半の低温傾向、かなり早い梅雨
入り・梅雨明け、夏の少雨、秋の多雨、台風に
よる大雨と強風、年を通して気温の変動大と、
府北部から中部にかけての多雨が特徴でした。
　梅雨明けが早く、平年より早く真夏の暑さと
なり夏の平均気温は平年より高かったが、太平
洋高気圧の勢力の変動に対応し、夏は気温の変
動が大きく周期的な高温となりました。

　北部では、春（３～５月）の降水量の多さで
歴代１位を記録し、年間を通じては、降水量
の多さで歴代７位（平年の 129％）、日最高気
温 35℃以上の年間日数が歴代３位（統計開始
1961 年）を記録しました。

　南部では、日最低気温 25℃以上の年間日数
が歴代３位（34 日、これまでの最大は 2010 年
の 42 日、統計開始 1929 年）を記録しました。

（図２）

（図１）

かなめ



図２ 人口と世帯数の推移

資料：総務省統計局（国勢調査）

資料：総務省統計局（国勢調査）

�
世
帯
当
�
�
人
員

人
口
�
世
帯
数

１世帯当たり人員

5

300

万人
万世帯

250

200

150

100

50

0

人

4

3

2

1

0
大正
９年

昭和
５年

平成
２年

1014 15 22 25 30 35 40 45 50 55 60 7 12 17 22

図３ 一般世帯の家族類型別割合の推移

資料：総務省統計局（国勢調査）

平成22年
（1,120,440世帯）

12年
（1,015,468世帯）

17年
（1,063,907世帯）

夫婦と子供夫婦のみ 単独世帯
ひとり親
と子供

その他の
親族世帯

親族世帯
非親族を含む世帯

核家族世帯

100％8060

19.3 27.4 35.8

30.911.17.531.818.3

32.99.6

0.5

0.4

0.9

8.229.519.2

7.98.6

40200

世帯数

人　口

図１ ５年間の人口増減分布図（平成17年～平成22年）

左京区

上京区

右京区

北区

南区

城陽市

伏見区

宇治市

和束町

笠
置
町

南
山
城
村

精
華
町

京
田
辺
市

久
御
山
町

八
幡
市

大
山
崎
町

長
岡
京
市

向
日
市 宇治田原町

井手町

木津川市

西京区

亀　岡　市

京　都　市

南　丹　市

京丹波町

福知山市

与謝野町
宮津市

伊根町

京丹後市
宮津市

綾　部　市

舞　鶴　市

山科区
東山区
下京区
中京区

減少(10％以上)

減少(10％未満)

減少(5.0％未満)

減少(2.5％未満)

増加

図２ 人口と世帯数の推移

資料：総務省統計局（国勢調査）

資料：総務省統計局（国勢調査）

�
世
帯
当
�
�
人
員

人
口
�
世
帯
数

１世帯当たり人員

5

300

万人
万世帯

250

200

150

100

50

0

人

4

3

2

1

0
大正
９年

昭和
５年

平成
２年

1014 15 22 25 30 35 40 45 50 55 60 7 12 17 22

図３ 一般世帯の家族類型別割合の推移

資料：総務省統計局（国勢調査）

平成22年
（1,120,440世帯）

12年
（1,015,468世帯）

17年
（1,063,907世帯）

夫婦と子供夫婦のみ 単独世帯
ひとり親
と子供

その他の
親族世帯

親族世帯
非親族を含む世帯

核家族世帯

100％8060

19.3 27.4 35.8

30.911.17.531.818.3

32.99.6

0.5

0.4

0.9

8.229.519.2

7.98.6

40200

世帯数

人　口

図１ ５年間の人口増減分布図（平成17年～平成22年）

左京区

上京区

右京区

北区

南区

城陽市

伏見区

宇治市

和束町

笠
置
町

南
山
城
村

精
華
町

京
田
辺
市

久
御
山
町

八
幡
市

大
山
崎
町

長
岡
京
市

向
日
市 宇治田原町

井手町

木津川市

西京区

亀　岡　市

京　都　市

南　丹　市

京丹波町

福知山市

与謝野町
宮津市

伊根町

京丹後市
宮津市

綾　部　市

舞　鶴　市

山科区
東山区
下京区
中京区

減少(10％以上)

減少(10％未満)

減少(5.0％未満)

減少(2.5％未満)

増加

図２ 人口と世帯数の推移

資料：総務省統計局（国勢調査）

資料：総務省統計局（国勢調査）

�
世
帯
当
�
�
人
員

人
口
�
世
帯
数

１世帯当たり人員

5

300

万人
万世帯

250

200

150

100

50

0

人

4

3

2

1

0
大正
９年

昭和
５年

平成
２年

1014 15 22 25 30 35 40 45 50 55 60 7 12 17 22

図３ 一般世帯の家族類型別割合の推移

資料：総務省統計局（国勢調査）

平成22年
（1,120,440世帯）

12年
（1,015,468世帯）

17年
（1,063,907世帯）

夫婦と子供夫婦のみ 単独世帯
ひとり親
と子供

その他の
親族世帯

親族世帯
非親族を含む世帯

核家族世帯

100％8060

19.3 27.4 35.8

30.911.17.531.818.3

32.99.6

0.5

0.4

0.9

8.229.519.2

7.98.6

40200

世帯数

人　口

図１ ５年間の人口増減分布図（平成17年～平成22年）

左京区

上京区

右京区

北区

南区

城陽市

伏見区

宇治市

和束町

笠
置
町

南
山
城
村

精
華
町

京
田
辺
市

久
御
山
町

八
幡
市

大
山
崎
町

長
岡
京
市

向
日
市 宇治田原町

井手町

木津川市

西京区

亀　岡　市

京　都　市

南　丹　市

京丹波町

福知山市

与謝野町
宮津市

伊根町

京丹後市
宮津市

綾　部　市

舞　鶴　市

山科区
東山区
下京区
中京区

減少(10％以上)

減少(10％未満)

減少(5.0％未満)

減少(2.5％未満)

増加

人口１億 2805 万 7352 人　平成 17 年から 0.2％増
世帯数 5195 万 504 世帯　平成 17 年から 4.8％増

シンボル・
なりたち

位　置

地勢・気象

人　口

消費者物価

家　計

労　働

環　境

エネルギー

医　療

健　康

社会福祉

農林業

漁　業

事業所

工　業

商　業

国際交流

観　光

住　宅

道路・運輸

情報通信

交通事故・
火災・救急

犯罪・
少年非行

教　育

文　化

生活時間

府民経済
計算

財　政

参考資料

− � −

人 口（人口と世帯数）

　人口・世帯数

　平成 22 年の国勢調査の結果で
は、平成 22 年 10 月１日現在の人
口は、263 万 6092 人と前回の国
勢調査（平成 17 年）と比較する
と１万 1568 人減、0.4％減と第１
回国勢調査（大正９年）以来初め
て減少に転じました。
　市町村別にみると、木津川市で
6112 人増、京田辺市で 3902 人増
と４市１町で増加し、京丹後市で
3685 人減、舞鶴市で 3064 人減と
11 市 10 町村で減少しました。	

　また、一般世帯数（注）は 112
万 440 世帯で５年前と比較すると
5 万 6533 世帯、5.3％増と増加傾
向が続いています。一般世帯の１
世帯当たりの人員は 2.43 人から
2.31 人と減少傾向にあります。

　家族類型別世帯数

　平成 22 年の家族類型別世帯数をみると、一
般世帯 112 万 440 世帯のうち核家族世帯 61 万
8472 世帯、単独世帯 40 万 722 世帯、その他
の親族世帯 8万 8761 世帯、非親族を含む世帯
9613 世帯となっており、単独世帯が増加して
います。

（図２）

（図１、２）

（図３）

注　総世帯数から施設及び不詳を除く世帯数

全 国

http://www.pref.kyoto.jp/tokei/yearly/tokeisyo/ts2011/tokeisyo2011a0202.xls
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　年齢３区分別人口

　年齢３区分別人口の推移をみると、０～ 14
歳人口の割合は、昭和 25 年の 32.4％から昭和
40 年の 21.5％まで急速に低下した後、昭和 50
年にはやや上昇しましたが、昭和 55 年から再
び低下を続け、平成 22 年には 12.9％と過去最
低の割合になりました。
　15 ～ 64 歳人口の割合は、昭和 25 年に
62.5％まで低下した後は上昇を続け、昭和 40
年には 71.5％となりました。その後緩やかに低
下、上昇した後、平成 12 年から再び低下に転じ、
平成 22 年には 63.8%となりました。
　65 歳以上人口の割合は、昭和 15 年の 4.6％
以降上昇を続け、昭和 55 年には 10.2％と 10％
台に、平成 17 年には 20.2％と 20％台に、平成
22 年でも 23.4%と、人口の高齢化が進行してい
ます。

　男女・年齢別人口

　平成 22 年の年齢別人口を50 年前の昭和 35
年と比較すると、0 ～14 歳人口は 51 万 521 人
（男26 万 1656人、女 24万 8865人）から33万
4444 人（男17 万 924 人、女 16 万 3520人）と

人 口（年齢別人口）

約７割に減少しましたが、65歳以上人口は12万
6441人（男５万 3337人、女７万 3104 人）から
60万 5709人（男25 万 7238人、女 34万 8471人）
へと約５倍に増加しました。　　　　　　　　　
　　　　

（図１）

（図２）

　　　　総人口に占める割合
	 0～14歳	 13.2％
	 15～64歳	 63.8％
	 65歳以上	 23.0％
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図２ 他府県との転入・転出状況（府県別割合）

(平成23年)
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　自然動態（出生・死亡数）

　平成 23 年の出生数は２万 707 人、死亡数は
２万 4733 人で、差し引き 4026 人の減少となっ
ています。
　出生数は前年より 527 人減少し、平成 22 年
に続き死亡数が出生数を上回りました。　

人 口（人口動態）

　社会動態（他府県との転入・転出）

　平成 23 年に他府県から京都府へ転入した人
は５万 3997 人、他府県へ転出した人は５万
3960 人で、差し引き 37 人の増加となっていま
す。昭和 52 年以降は、昭和 57、58 年及び平成
７年を除いて転出超過が続いていましたが、平
成 23 年は転入超過となりました。
　府県別にみると、転入者は大阪府からが最も
多く１万 1557 人、次いで兵庫県 5132 人、滋賀
県 4662人などとなっています。転出者も同じく
大阪府へが最も多く１万 2791人、次いで滋賀県
6285人、兵庫県 5267人などとなっています。

　婚姻・離婚率

　平成 23 年の婚姻件数は１万 2900 組で、婚姻
率（人口千対）は 5.0 となっています。一方、
離婚件数は4713組で、離婚率（同）は1.82となっ
ています。　　　　　　　　　　　

（図１）

（図２）

（図 3、４）

出生数　105 万 806 人
　　　 　死亡数　125 万 3066 人
　　　 　資料：厚生労働省（人口動態統計）

婚姻率　5.2   離婚率  1.87
資料：厚生労働省（人口動態統計）

全 国

全 国
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図２ 府県別15歳以上通勤・通学者の流出・流入人口割合

資料：総務省統計局（国勢調査）
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　昼間人口

　平成 22 年 10 月１日現在の昼間
人口は、266 万 8371 人で、これ
は夜間人口の 263 万 6092 人に流
入超過３万 2279 人を加えたもの
で、昼夜間人口比率（夜間人口
100 に対する昼間人口比率）は、
101.2 となっています。
　昼夜間人口比率を市町村別にみ
ると、久御山町の 174.8 をはじめ、
京都市、宮津市、福知山市、京田
辺市、南丹市、綾部市で 100 を超
えています。　　
　また、京都府の昼夜間人口比率
は、東京都、大阪府、愛知県につ
いで全国で４番目に高くなってい
ます。

　府県別流出・流入人口

　平成 22 年の通勤や通学のため他府県へ流出
する人口は 15 万 5330 人、逆に他府県から京都
府に流入してくる人口は 18 万 7609 人で、差し
引き３万 2279 人の流入超過となっています。
　このうち、15 歳以上の通勤・通学者につい
てみると、流出は 15 万 4075 人（通勤 13 万
5667 人、通学１万 8408 人）で、その移動先は
大阪府が 9 万 6574 人で最も多く、62.7％を占
めています。
　一方、流入は 18 万 4794 人（通勤 13 万 3967
人、通学５万 827 人）で、その常住地の内訳は
大阪府が８万 1788 人、滋賀県５万 8759 人など
となっています。　　　　　　　　　 

人 口（流入・流出）
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図２ 京都市消費者物価指数費目別前年比

資料：総務省統計局（消費者物価指数）
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　消費者物価指数

　平成 23 年平均の京都市消費者物価指数は、
総合で 100.1（平成 22 年＝ 100）となり、前年
比は 0.1%上昇しました。
　最近の対前年比をみると、11 年～ 18 年は下
落傾向が続き（16、19 年は前年比変わらず）、
20 年は 1.0%上昇、21、22 年は 0.9％下落、23
年は 0.1％上昇となっています。

　費目別前年比

　平成 23 年平均の消費者物価指数の前年比を
費目別にみると、上昇したのは諸雑費 3.3％、
光熱・水道 2.2％、被服及び履物 1.3％などとなっ
ています。一方、下落したのは、家具・家事用
品 4.4％、教養娯楽 2.6％、教育 1.6％などとなっ
ています。　　　　　　　　　　　　　　 　
　　

　物価の地域差指数

　平成 19 年の丹後、中丹、南丹、京都市、山
城５ブロック別の地域差指数（京都府＝ 100）
は、総合で丹後 96.9、中丹 96.3、南丹 95.4、京
都市 104.4、山城 94.5 となっています。費目別
にみると、地域格差が大きいのは被服及び履
物（39.9 ポイント差）、教育（19.6 ポイント差）、
住居（17.9 ポイント差）で、小さいのは保健医
療（2.7 ポイント差）となっています。
　なお、全国平均を 100 とした都道府県別の物
価水準では、京都府は 102.8 となり、東京都、
神奈川県に次いで高くなっています。

消 費 者 物 価

（図１）

（図２）

（図３）

平成 23 年平均消費者物価指数 99.7
　　　　（前年比 0.3％下落）
全 国

http://www.pref.kyoto.jp/tokei/yearly/tokeisyo/ts2011/tokeisyo2011a1501.xls
http://www.pref.kyoto.jp/tokei/yearly/tokeisyo/ts2011/tokeisyo2011a1503.xls


資料：総務省統計局（家計調査）

図３ 実支出の推移（京都市勤労者世帯）

図２ 実収入の推移（京都市勤労者世帯）
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図１ 実収入と可処分所得及び消費支出の推移
（京都市勤労者世帯）
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　実収入、可処分所得及び消費支出

　平成 23 年の京都市における総世帯のうち、
勤労者世帯１世帯当たりの１か月平均実収入は
50 万 4869 円、可処分所得は 41 万 7897 円で、
実収入に対する可処分所得の割合は 82.8％とな
り前年（84.8％）に比べ 2.0 ポイント減少しま
した。
　消費支出は 30 万 9685 円で前年に比べ名目で
0.9％増、消費者物価上昇分を差し引いた実質
でも 0.9％増となりました。

　実収入の構成比

　平成 23 年の京都市における勤労者世帯１世
帯当たり実収入の構成比をみると、世帯主収
入 83.6％、世帯主の配偶者の収入 7.9％、他の
経常収入（財産収入、社会保障給付など）5.8％
などとなっています。

　実支出の構成比

　平成 23 年の京都市における勤労者世帯１世
帯当たり実支出の構成比をみると、消費支出
78.1％（食料 18.7％、その他の消費支出（諸雑費、
交際費など）15.7％、交通・通信 11.3％、教養
娯楽 8.3％など）、非消費支出 21.9％となってい
ます。

家　　　計

（図１）

（図２）

（図３）

注　実収入は税込みの収入。可処分所得は、実収入から  
　　税金、社会保険料などの非消費支出を差し引いた額
　　でいわゆる手取り収入。

　　　　総世帯のうち勤労者世帯１世帯あたり
　　　　１か月平均
　　　　　実収入　　46 万 2221 円
　　　　　消費支出　27 万 5999 円

全 国



図１ 男女・年齢別労働力率
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　産業３部門別就業者数

　15 歳以上就業者数（分類不能を含む）は、
平成 22 年 10 月１日現在 121 万 9370 人（男 68
万 7458 人、女 53 万 1912 人）で、産業３部門
別にみると、第１次産業２万 6054 人（構成比
2.4％）、第２次産業 26 万 6440 人（同 24.0％）、
第３次産業 81 万 9831 人（同 73.7％）となって
います。

労 働（就業構造・求人倍率）

　有効求人数、有効求職者数、有効求人倍率

　平成 23 年度の月平均有効求人数は３万 8941
人で、前年度に比べ 3984 人、11.4％の増加とな
り、月平均有効求職者数は５万 6971 人で、前
年度に比べ 2609 人、4.4％の減少となりました。
　有効求人数を有効求職者数で除した有効求人
倍率は 0.68 倍で、前年度に比べ 0.09 ポイント
上昇しました。

　男女・年齢別労働力率

　15 歳以上人口は、平成 22 年 10 月１日現在
225 万 9521 人で、そのうち就業者と完全失業
者を合わせた労働力人口は 130 万 144 人、労働
力率（15 歳以上人口に占める労働力人口（労
働力状態不詳を除く）の割合）は 60.8％となっ
ています。
　年齢階級別労働力率を男女別にみると、男は
15 ～ 24 歳と 65 歳以上を除いていずれも高く、
女は 25 ～ 29 歳と 45 ～ 49 歳をピークとしたＭ
字カーブとなっています。 （図１）

（図２）
（図３）

　　　　労働力率（労働力状態不詳を除く）61.2％

　　　　15 歳以上就業者数　5961 万 1311 人
　　　　（１次産業　4.2％、２次産業 25.2％、
　　　　３次産業 70.6％）
注　３部門構成比は分類不能を除く。

　　　　有効求人倍率　0.68 倍

全 国

全 国

全 国



図３ 労働組合数、組合員数及び推定組織率の推移

注　各年６月30日現在。
資料：府労政・人材育成課（労働組合基礎調査）

推
定
組
織
率

組
合
員
数

組�

合�

数
組
合
数

平成
14年

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

推定組織率
組合員数

30
％万人

241800
組合

1700

1600

1500

1400

1300

0

25
23

0

5

10

15

20

22

19

18

17

0

図２ 産業別1人平均月間総実労働時間
（平成23年）

注　常用労働者５人以上の事業所の数値。
資料：府調査統計課（毎月勤労統計調査）
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　賃金（常用労働者５人以上）

　平成 23 年の常用労働者の１人平均月間現金
給与総額は 29 万 8052 円（前年比 1.5％減）で、
このうちきまって支給する給与は24万7235円、
特別に支払われた給与は５万 817 円となってい
ます。　
　名目賃金指数（平成 17 年＝ 100）は 93.7（同
1.5％減）、実質賃金指数は 94.0（同 1.8％減）と
なっています。

　労働時間（常用労働者５人以上）

　平成 23年の月平均総実労働時間は 140.7 時間
（前年比 0.2％減）で、このうち所定外労働時間
は9.3 時間（同 1.6％増）となっています。
  総実労働時間を産業別にみると建設業が 169.8
時間、運輸業 ,郵便業が 169.6 時間の順で長く、
宿泊業 ,飲食サービス業が 103.4 時間、教育，学
習支援業が 124.5 時間の順で短くなっています。

　労働組合数、組合員数及び推定組織率

　平成 24年６月 30日現在の労働組合数は 1324
組合、組合員数は 18万 1697 人、推定組織率は
17.6％となっています。前年に比べ組合数は 21
組合減少、組合員数は 2602人減少、推定組織率
は前年より 0.3 ポイント低下となりました。
　労働組合員数を産業別にみると、製造業が
５万 2541人（構成比 28.9％）と最も多く、次い
で卸売業，小売業１万 8918 人（同 10.4％）、建
設業１万 7795 人（同 9.8％）、運輸業，郵便業
１万7729人（同9.8%）、公務１万5228人（同8.4％）
などとなっています。

労 働（賃金・労働時間・労働組合）

（図１）

（図２）

（図３）

　　　　現金給与総額 316,792 円（１人平均月間）
　　　　名目賃金指数 95.5　実質賃金指数 95.4
　　　　資料：厚生労働省（毎月勤労統計調査）

　　　　月平均総実労働時間 145.6時間
　　　　うち所定外労働時間 10.0時間
　　　　資料：厚生労働省（毎月勤労統計調査）
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図２ 公共下水道の処理人口と普及率の推移

注　各年度末現在。
資料：府水環境対策課
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注　総排出量と総処理量の数値は、集計時期が
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　上水道の給水量

　平成 23 年度の実績年間給水量は３億 2981	
万　で、１日最大給水量は 102 万 5246　、１
人１日最大給水量は 414　となっています。

　ごみ排出量

　ごみの排出量 ( 集団回収量を除く ) は、平成
22 年度は 84 万 4700t と前年度に比べ、３万
6020t、４％減少し、１人１日当たりの排出量
は 875g と 39 ｇ減少しました。処理内訳割合
の内、資源化は、7％と前年度とほぼ同じでした。
　　　　　

　公共下水道の普及率

　平成 23 年度末の処理人口は 233 万 2900 人、
処理面積は３万 3413ha、普及率は 92％となっ
ています。

　公害の種類別苦情受理件数

　平成 23 年度に市町村が受理した公害に関す
る苦情件数は 1853 件で、前年度に比べ 77 件増
加しました。

環　　　境

（図１）
（図２）

（図３）

（図４）
　　　　公害苦情件数　8万 51 件
　　　　資料：総務省公害等調整委員会（公害苦情調査）
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　販売電力量

　平成 23 年度の販売電力量は 73 億 3732 万 k
Ｗ h で、前年度に比べ 4.4％減少しました。こ
のうち電力は８億5162万kＷhで6.0％減少し、
電灯は64億8570万kＷhで4.2％減少しました。
　　　　　

　ガス消費量

　平成 23年度のガス消費量は 417 億 756 万Ｍ J
で、前年度に比べ 2.0％減少しました。
　用途別にみると、工業用が 162 億 1576 万
Ｍ J で全体の 38.9％を占め、次いで家庭用 145
億 3720 万Ｍ J（構成比 34.9％）、商業用 60 億
8858万ＭJ（同14.6％）、公用28億8659万ＭJ（同
6.9％）、医療用 19 億 7944 万Ｍ J（同 4.7％）と
なっています。　　　

　低公害車保有台数

   平成 23 年度末の低公害車保有台数は３万
6924 台で、前年度末に比べ１万 1077 台、
42.9％増加しました。
　低公害燃料別にみると、ハイブリッド３万
6004台、天然ガス614台、プラグインハイブリッ
ド 88 台、電気 218 台となっています。

エ ネ ル ギ ー

　石油販売量（燃料油）

　平成23年の石油販売量（燃料油）は147万
7421k　で、前年に比べ0.2％増加しました。
　油種別にみると、ガソリンが51.7％を占め、
次いで軽油28.0％、重油11.5％、灯油8.6％など
となっています。
　平成13年以降の推移をみると、減少が続いて
いましたが、平成22年から増加に転じました。

（図１）

（図３）
（図４）

（図２）

　　　　低公害車保有台数　206万8032台全 国

http://www.pref.kyoto.jp/tokei/yearly/tokeisyo/ts2011/tokeisyo2011a1101.xls


注１　病院病床数は各年10月1日現在
　　　（昭和55年までは年末現在）。
　２　平成10年までは、感染症病床は伝染病床。
　３　平成15年から、その他の病床は一般病床及び
　　　療養病床。
資料：府健康福祉総務課（医療施設調査、病院報告）
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　施設数

　平成 23 年 10 月１日現在の医療施設数は、病
院 175 施設、一般診療所 2481 施設、歯科診療
所 1313 施設で、前年に比べ病院は同数で、一
般診療所は５施設、歯科診療所は７施設それぞ
れ減少しました。
　人口 10 万人当たり施設数をみると、病院 6.6
（全国 6.7）、一般診療所 94.3（同 77.9）、歯科診
療所 49.9（同 53.3）となっています。

　病院の病床数及び患者数

　平成 23 年 10 月１日現在の病院の病床数は
３万 6187 床で、前年に比べ 202 床減少しまし
た。病床の種類別にみると、一般病床が最も
多く２万 3098 床（構成比 63.8％）、次いで療
養病床 6225 床 (17.2％ )、精神病床 6480 床（同
17.9％）、結核病床 348 床（同 1.0％）、感染症
病床 36 床（同 0.1％）となっています。
　23 年１年間の病院の在院患者延べ数は 1077
万 6112 人、外来患者延べ数は 1203 万 6411 人
となっています。

　医師・歯科医師・薬剤師数及び就業看護師・

准看護師数

　平成 22 年末現在の医療施設に従事する医師
は 7545 人、歯科医師は 1800 人、薬局・医療施
設に従事する薬剤師は 3757 人となっています。
  また、就業看護師２万 2278 人、就業准看護
師 6473 人となっています。

医　　　療

（図２）

（図１）

（図３）

　　　　医療施設に従事する医師数  28 万 431 人
　　　　資料：厚生労働省（医師・歯科医師・薬剤師調査）

　　　　病床数　158 万 3073 床
　　　　在院患者延べ数　４億 7425 万 2454 人
　　　　外来患者延べ数　５億 1160 万 9176 人
　　　　資料：厚生労働省（医療施設調査、病院報告）

全 国

全 国
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注１　平成23年の上位５死因及び結核について掲載した。
　２　平成７年から死因選択ルールが一部変更された。
　３  平成６年以前の肺炎は気管支炎を含む。
資料：府健康福祉総務課（人口動態統計）
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　死亡原因

　平成 23 年の死因順位は１位悪性新生物（が
ん）7421 人、２位心疾患 4301 人、３位肺炎
2544 人、４位脳血管疾患 2125 人、５位老衰
915 人となっています。
　主要死因別死亡率（人口 10 万人当たり）を
みると、上位３死因（悪性新生物（がん）、心
疾患、肺炎）は、平成 23 年では総死亡数の
57.7％を占めています。

　年齢階級別主要死因別死亡割合              
　年齢階級別死因をみると、０～９歳では先天
奇形、変形及び染色体異常、10 歳代では不慮
の事故、20 歳代、30 歳代では自殺、40 歳代か
ら 80 歳代では悪性新生物、90 歳代では心疾患、
100 歳以上では老衰がそれぞれ１位となってい
ます。　　　　　　　

　献　血

　平成 23 年度の献血者数は 11 万 2851 人、供
給単位数は 48 万 2885 本となっています。献血
者を年齢階級別にみると、40 ～ 49 歳が最も多
くなっています。

医　　　療

（図３）

（図２）

（図１）
　　　　死因上位 3位（悪性新生物、心疾患、肺炎）

　　　　で総死亡数の 54.0％を占める。
　　　　資料：厚生労働省（人口動態統計）

全 国
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図１ 平均寿命の推移
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　平均寿命

　平成 22 年の平均寿命（０歳の平均余命）は、
男 80.21 年、女 86.65 年で、平成 17 年に比べそ
れぞれ 0.87 年、0.73 年の延びで、いずれも全
国の平均寿命（男 79.55 年、女 86.30 年）を上回っ
ています。

　府民の健康状態

　平成 23 年患者調査によると、受療率（人口  
10 万人に対する患者数）は、入院 1133（全国  
1068）、外来 5375（全国 5784）となっています。

健　　　康

（図１）

（図２）

　児童・生徒の体格

　児童・生徒の体格はおおむね向上しており、
平成 23 年度の 15 ～ 16 歳の体格は親の世代に
あたる昭和 56 年度の 17 歳より、男子では身長
を除いて概ね１歳早く、女子では概ね２歳ほど
早く発育が進んでいます。　

（図３）
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　老人福祉施設
　平成 23 年 10 月１日現在の老人福祉施設は
1086 施設で、養護老人ホーム 16 施設、特別養
護老人ホーム147施設、軽費老人ホーム60施設、
老人福祉センター 47 施設、老人デイサービス
センター 489 施設、老人短期入所施設等が 327
施設となっています。また、老人福祉施設入所
定員数は１万 2965 人となっています。

　生活保護
　平成 23 年度１か月平均の被保護世帯数及び
実人員は４万 597 世帯、５万 9960 人で、人口
千人当たりの保護率は 22.8 人となり増加して
います。
　また、保護費総額は 981 億 9855 万円で、
扶助の種類別では、医療扶助 433 億 1776 万
円（構成比 45.0％）、生活扶助 337 億 4016 万
円（同 35.1％）、住宅扶助 160 億 1605 万円（同
16.6％）などとなっており、この３種類で全体
の 96.8％を占めています。

　児童福祉施設
　平成 23 年 10 月１日現在の児童福祉施設は
692 施設で、保育所 465 施設、児童館 164 施設
などとなっています。また、保育所の在所者数
は５万 1279 人となっています。　

社 会 福 祉

（図１）

（図２）

（図４）

　　　　被保護世帯数 1か月平均
　　　　149万 2395世帯（停止中の世帯除く）
　　　　資料：厚生労働省（福祉行政報告例）

（図３）

全 国
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　農家数・農家人口

　平成 22 年２月１日現在の農家数（販売農
家）は２万 1172 戸で、５年前に比べ 3234 戸、
13.3％減少しました。専兼業別にみると、専業
農家は 5316 戸、第１種兼業農家が 2286 戸、第
２種兼業農家が１万 3570 戸となっています。
　農家人口（販売農家）は８万 706 人で、５年
前に比べ１万 8947 人、19.0％、農業就業人口（販
売農家）は２万 9478 人で 9928 人、25.2％それ
ぞれ減少しました。

　経営耕地面積

　平成 22 年２月１日現在の経営耕地面積（販
売農家）は１万 9765ha で、５年前に比べ
1383ha、6.5％減少しました。
　種類別にみると、田１万 6065ha（構成比
81.3％）、畑 1926ha（同 9.7％）、樹園地 1774ha（同
9.0％）となっています。　　　

　農業産出額 
　平成 22 年の農業産出額は 669 億円で、前年
に比べ 12 億円、1.8％減少しました。内訳をみ
ると、耕種が全体の 76.8％を占め、次いで畜産
18.4％、加工農産物 4.6％となっています。
　品目別にみると、野菜が 250 億円で、全体の
37.4％を占め、次いで米が 174 億円、26.0％と
なっており、この２品目で全体の 63.4％を占め
ています。

農　林　業

　農業就業人口の男女別年齢別割合            
　農業就業人口（農業に主として従事した
人）の男女別割合は、男が 52.5％を占め、女は
47.5％となっています。年齢別にみると、65 歳
以上が男は 70.7％、女は 68.7％となっており、
５年前に比べ男女とも 65 歳以上の割合が高く
なっています。

（図４）

（図２）

（図３）

（図１）
　　　　農家数（販売農家）163 万 1206 戸
　　　　農家人口（販売農家）650 万 3219 人
　　　　農業就業人口（販売農家）260 万 5736 人

　　　　農業産出額　8兆 1214億円
　　　　資料：農林水産省（生産農業所得統計）

全 国

全 国

http://www.pref.kyoto.jp/tokei/yearly/tokeisyo/ts2011/tokeisyo2011a0420.xls
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　水　稲                    
　平成 24 年の水稲の作付面積は１万 5600ha、
収穫量は 8 万 1000t で、10a 当たり収量は
519kg となっています。前年に比べ作付面積は
変わらず、収穫量は 1800t、2.3％、10a 当たり
収量は 11kg、2.2％増加しました。

　茶　業

　平成 23 年の荒茶生産量は 2529t で、前年に
比べ 92t、3.5％減少し、生産額は 70 億 3053 万
円で 3億 427 万円、5.1％減少しました。
　荒茶生産量を茶種別にみると、てん茶が 753t
で 29.8％を、煎茶が 733t で 29.0％を占め、次
いで番茶 586t、23.2％、かぶせ茶 312t、12.3％、
玉露 146t、5.8％となっています。

　畜　産

　平成 24 年２月１日現在の主要家畜飼養農家
数は、乳用牛 80 戸（対前年比 1.2％減）、肉用
牛 99 戸（同 10.0％減）、豚 20 戸（同 9.1％減）、
鶏 705 戸（同 5.4％減）となっています。 
　飼養頭羽数は乳用牛 4988 頭（同 2.7％減）、
肉用牛 7305 頭（同 11.4％増）、豚１万 4241 頭
（同 6.9％増）、採卵鶏 147 万 855 羽（同 12.1％
減）、ブロイラー 52 万 1865 羽（5.1％減）となっ
ています。　

農　林　業

（図４）

（図５）

（図１）

（図２）

（図３）

　林　業

　平成 22 年の林業産出額は、28 億 7 千万円で、
前年に比べて 3 億円、0.9％減少し、木材生産
が全体の 64.5%を占めています。平成 22 年の
素材生産量は、14 万 8 千　で、前年に比べて
6.5％増加しています。
　　　　林業産出額　4216 億 9 千万円
　　　　素材生産量　1719 億 3 千
全 国

　　　　水稲　作付面積　157 万 9000ha
　　　　　　　収穫量　　851 万 9000t
全 国

http://www.pref.kyoto.jp/tokei/yearly/tokeisyo/ts2011/tokeisyo2011a0411.xls
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　生産量と生産額（海面）

　平成 22 年の生産量は 1 万 1791t で、前年に
比べ 4256t、26.5％減少しました。
　生産額は 43 億 2100 万円で、前年に比べ
8200 万円、1.9％増加しました。　　　 

　漁業就業者（海面）

　平成 20 年 11 月１日現在の漁業就業者は
1375 人で、このうち 1278 人、92.9％を占め
る男の年齢区分別割合をみると、60 歳以上が
50.9％、40 ～ 59 歳が 33.6％を占め、漁業労働
の中核となっています。５年前の平成 15 年と
比べると 60 歳以上が 7.1 ポイント減少してい
るのに対して、59 歳以下では 7.1 ポイント増加
しています。

漁　　　業

　漁業経営体数（海面）

　平成 20 年 11 月１日現在の漁業経営体数
は 935 経営体で、個人経営体が 915 経営体、
97.9％、団体経営体が 20 経営体、2.1％となっ
ています。　　　　　　　　　　　
　個人経営体の専兼業別にみると、専業は 185
経営体 20.2％、兼業で漁業が主は 350 経営体
38.3％、漁業が従は 380 経営体 41.5％となって
います。

（図２、３）

（図１）

（図４）

　　　　漁業経営体数　11 万 5196 経営体全 国

全 国

　　　　生産量　523 万 2376t
　　　　生産額　1兆 3992 億 6600 万円
全 国



図２ 産業大分類別事業所数の構成比

図３ 従業者規模別事業所数・従業者数の構成比

資料：総務省（経済センサス－基礎調査）

資料：総務省（経済センサス－基礎調査）

1～4人 5～9人

10～29人

62.2

14.6 13.3 24.2 10.2 23.9 13.7

2.5

2.3

0.2

0.2

0.0

100％806040200

13.8
18.8

30～49人

50～299人

300人以上

派遣従業者のみ

注　事業所数は、事業内容等不詳を含まない。
資料：総務省（経済センサス－基礎調査）

図１ 市町村別事業所数と従業者数

城陽市

宇治市

和束町

井手町

宇治
田原町

木津川市

大山崎町

長岡京市

５千
事業所

５万
人

０

従業者数事業所数

０

八幡市

向日市

久御山町

南山城村笠置町精華町京田辺市

亀岡市

京都市

南丹市

京丹波町

福知山市

与謝野町
宮津市

伊根町
5,142
28,303

1,508
10,357

1,712
14,855

3,357
31,561

2,958
34,812

2,062
22,499

446
6,685

927
9,586

115
852

107
681

1,705
25,588

2,117
24,354

1,929
17,756

1,975
16,687

4,393
42,350

2,083
9,763

825
6,423

1,833
17,308

81,149
806,942

6,406
64,768

2,803
24,789

484
5,458

412
3,874

232
1,637

4,408
40,226

187
901

京丹後市

宮津市

綾部市

舞鶴市

事業所数
128,678事業所

従業者数
1,180,615人

合計
13万1275
事業所

（民営）鉱業,採石業,砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・
熱供給・水道業

情報通信業

運輸業,
郵便業

卸売業,
小売業

金融業,保険業

学術研究,
専門・技術
サービス業

宿泊業,
飲食サービス業

生活関連
サービス業,

娯楽業

教育,学習支援業

医療,福祉

複合サービス事業

サービス業
（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）

不動産業,物品賃貸業

農林漁業 0.2％

0.03

0.5

7.9

12.6

0.1

1.0

1.9

1.3

7.1

3.7

13.8

7.6

3.7
5.8

0.5

6.5

25.9

図２ 産業大分類別事業所数の構成比

図３ 従業者規模別事業所数・従業者数の構成比

資料：総務省（経済センサス－基礎調査）

資料：総務省（経済センサス－基礎調査）

1～4人 5～9人

10～29人

62.2

14.6 13.3 24.2 10.2 23.9 13.7

2.5

2.3

0.2

0.2

0.0

100％806040200

13.8
18.8

30～49人

50～299人

300人以上

派遣従業者のみ

注　事業所数は、事業内容等不詳を含まない。
資料：総務省（経済センサス－基礎調査）

図１ 市町村別事業所数と従業者数

城陽市

宇治市

和束町

井手町

宇治
田原町

木津川市

大山崎町

長岡京市

５千
事業所

５万
人

０

従業者数事業所数

０

八幡市

向日市

久御山町

南山城村笠置町精華町京田辺市

亀岡市

京都市

南丹市

京丹波町

福知山市

与謝野町
宮津市

伊根町
5,142
28,303

1,508
10,357

1,712
14,855

3,357
31,561

2,958
34,812

2,062
22,499

446
6,685

927
9,586

115
852

107
681

1,705
25,588

2,117
24,354

1,929
17,756

1,975
16,687

4,393
42,350

2,083
9,763

825
6,423

1,833
17,308

81,149
806,942

6,406
64,768

2,803
24,789

484
5,458

412
3,874

232
1,637

4,408
40,226

187
901

京丹後市

宮津市

綾部市

舞鶴市

事業所数
128,678事業所

従業者数
1,180,615人

合計
13万1275
事業所

（民営）鉱業,採石業,砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・
熱供給・水道業

情報通信業

運輸業,
郵便業

卸売業,
小売業

金融業,保険業

学術研究,
専門・技術
サービス業

宿泊業,
飲食サービス業

生活関連
サービス業,

娯楽業

教育,学習支援業

医療,福祉

複合サービス事業

サービス業
（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）

不動産業,物品賃貸業

農林漁業 0.2％

0.03

0.5

7.9

12.6

0.1

1.0

1.9

1.3

7.1

3.7

13.8

7.6

3.7
5.8

0.5

6.5

25.9

図２ 産業大分類別事業所数の構成比

図３ 従業者規模別事業所数・従業者数の構成比

資料：総務省（経済センサス－基礎調査）

資料：総務省（経済センサス－基礎調査）

1～4人 5～9人

10～29人

62.2

14.6 13.3 24.2 10.2 23.9 13.7

2.5

2.3

0.2

0.2

0.0

100％806040200

13.8
18.8

30～49人

50～299人

300人以上

派遣従業者のみ

注　事業所数は、事業内容等不詳を含まない。
資料：総務省（経済センサス－基礎調査）

図１ 市町村別事業所数と従業者数

城陽市

宇治市

和束町

井手町

宇治
田原町

木津川市

大山崎町

長岡京市

５千
事業所

５万
人

０

従業者数事業所数

０

八幡市

向日市

久御山町

南山城村笠置町精華町京田辺市

亀岡市

京都市

南丹市

京丹波町

福知山市

与謝野町
宮津市

伊根町
5,142
28,303

1,508
10,357

1,712
14,855

3,357
31,561

2,958
34,812

2,062
22,499

446
6,685

927
9,586

115
852

107
681

1,705
25,588

2,117
24,354

1,929
17,756

1,975
16,687

4,393
42,350

2,083
9,763

825
6,423

1,833
17,308

81,149
806,942

6,406
64,768

2,803
24,789

484
5,458

412
3,874

232
1,637

4,408
40,226

187
901

京丹後市

宮津市

綾部市

舞鶴市

事業所数
128,678事業所

従業者数
1,180,615人

合計
13万1275
事業所

（民営）鉱業,採石業,砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・
熱供給・水道業

情報通信業

運輸業,
郵便業

卸売業,
小売業

金融業,保険業

学術研究,
専門・技術
サービス業

宿泊業,
飲食サービス業

生活関連
サービス業,

娯楽業

教育,学習支援業

医療,福祉

複合サービス事業

サービス業
（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）

不動産業,物品賃貸業

農林漁業 0.2％

0.03

0.5

7.9

12.6

0.1

1.0

1.9

1.3

7.1

3.7

13.8

7.6

3.7
5.8

0.5

6.5

25.9

　　　　事業所数　604 万 3300 事業所
　　　　従業者数　6286 万 514 人

全 国

シンボル・
なりたち

位　置

地勢・気象

人　口

消費者物価

家　計

労　働

環　境

エネルギー

医　療

健　康

社会福祉

農林業

漁　業

事業所

工　業

商　業

国際交流

観　光

住　宅

道路・運輸

情報通信

交通事故・
火災・救急

犯罪・
少年非行

教　育

文　化

生活時間

府民経済
計算

財　政

参考資料

− 21 −

　産業別事業所数と従業者数

　産業別事業所数の構成比をみると、卸売業，
小売業 25.9％、次いで宿泊業，飲食サービス業
13.8％、製造業 12.6％となっています。
　産業別従業者数は、卸売業，小売業 20.9％、
製造業 16.3％、宿泊業，飲食サービス業 10.9％
などとなっています。

　規模別事業所数と従業者数（民営）

　従業者規模別に事業所数の構成比をみると、
１～４人規模が８万 74 事業所で全体の 62.2％
と最も高い割合を占め、次いで５～９人規模が
２万 4231 事業所 18.8％で、９人以下の規模の
計は全体の 81.1％を占めています。
　従業者数では 10 ～ 29 人規模が 28 万 5570 人
で、全体の 24.2％と最も高い割合を占めていま
す。

事　業　所

　事業所数と従業者数

　平成 21 年７月１日現在の事業所数
（民営及び国、地方公共団体）は 13
万 1275 事業所で、従業者数は 126 万
9015 人でした。
　市町村別に事業所数を見ると、京
都市が 8 万 1149 事業所で府全体の
61.8％、次いで宇治市が 6406 事業
所で 4.9％、京丹後市が 5142 事業所
で 3.9％となっています。従業者数で
は、京都市が 80 万 6942 人で府全体
の 63.6％、次いで宇治市が 6 万 4768
人で 5.1％、福知山市が 4万 2350 人で
3.3％となっています。 （図１）

（図２）

（図３）

http://www.pref.kyoto.jp/tokei/yearly/tokeisyo/ts2011/tokeisyo2011a0509.xls
http://www.pref.kyoto.jp/tokei/yearly/tokeisyo/ts2011/tokeisyo2011a0509.xls
http://www.pref.kyoto.jp/tokei/yearly/tokeisyo/ts2011/tokeisyo2011a0510.xls


図３ 従業者規模別に見た事業所数・従業者数・
　　 製造品出荷額等（従業者４人以上）（平成22年）
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注　平成19年調査から、調査項目を変更したことにより、
　　製造品出荷額等は平成18年以前の数値とは接続しない。
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　製造業の事業所数、従業者数、製造品出荷額等

　（従業者４人以上）

　平成 22 年の製造業をみると、事業所数は
5004 事業所で、前年に比べ 326 事業所（6.1％）
減少、従業者数は14万757人で同5589人（3.8％）
減少しました。製造品出荷額等は４兆 8329 億
円で、前年に比べ 1578 億円（3.4％）増加して
います。

　業種別・従業者規模別事業所数、従業者数、

製造品出荷額等（従業者４人以上）

　業種別でみると、事業所数は繊維が全体の
19.6％で最も多く、次いで食料品 11.4％、金属
製品 8.8％となっています。従業者数は食料品
が全体の 14.9％で最も多く、次いで電気機械が
8.3％となっています。製造品出荷額等は、飲料・
たばこ・飼料が 17.1％で最も多く、次いで輸送
用機械 9.6％となっています。　　　　　
　従業者規模別にみると、４～９人規模が事
業所数の 50.3％を占めていますが、300 人以
上規模が、事業所数では 1.1％、従業者数では
26.1％、製造品出荷額等では 50.6％となってい
ます。

工　　　業

（図１）

（図２）

（図３）
事業所数　22 万 4403 事業所
従業者数　766 万 3847 人
製造品出荷額等　289 兆 1076 億 8300 万円
資料：経済産業省（工業統計調査）

全 国

http://www.pref.kyoto.jp/tokei/yearly/tokeisyo/ts2011/tokeisyo2011a0704.xls
http://www.pref.kyoto.jp/tokei/yearly/tokeisyo/ts2011/tokeisyo2011a0704.xls


図１ 製造品出荷額等の地域別割合の推移

（従業者４人以上）

注　平成19年から調査項目を変更したことにより、
　　平成18年以前の数値とは接続しない。
資料：府調査統計課（工業統計調査）
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　地域別製造品出荷額等（従業者４人以上）

　平成 22 年の製造品出荷額等を地域別にみる
と、京都市域が２兆 1926 億円（構成比 45.4％）
で最も多く、次いで山城中部地域１兆 760 億円
（同 22.3％）、乙訓地域 6067 億円（同 12.6％）、
中丹地域 4974 億円（同 10.3％）、南丹地域
3145 億円（同 6.5％）、丹後地域 1051 億円（同
2.2％）、相楽地域 406 億円（同 0.8％）となっ
ています。
　前年に比べると、南丹地域で562億円（21.8％）
など４地域で増加し、相楽地域で30億円（6.9％）
など３地域で減少しました。

工　　　業

丹後地域……宮津市、京丹後市、与謝郡
中丹地域……福知山市、舞鶴市、綾部市
南丹地域……亀岡市、南丹市、船井郡
京都市域……京都市

山城地域
　乙訓地域………向日市、長岡京市、乙訓郡
　山城中部………宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、
　地域	 　  久世郡、綴喜郡
　相楽地域………木津川市、相楽郡

（図１、２）



図２ 出荷高・出荷額の推移（西陣）

資料：府調査統計課（京都府織布生産動態統計調査）
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図１ 鉱工業生産指数の推移
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　鉱工業生産指数

　平成 23 年の鉱工業生産指数は 91.9（平成 17
年＝ 100）で前年に比べ 6.5％減となり、全国
でも 92.2 で同 2.3％減となりました。
　主要業種についてみると、金属工業は 75.8
で前年に比べ 2.4％減、機械工業は 99.7 で同
6.2％減、繊維工業は 44.1 で同 11.4％減、窯業・
土石製品工業は 77.6 で同 10.9％減、食料品・
たばこ工業は 91.4 で同 2.1％減となりました。
　　　　

　織物（西陣・丹後）の出荷状況

－西陣－
　平成 23 年の織物の出荷状況は、出荷高 312
万㎡（前年比 78.1％減）、出荷額 237 億円（同
49.9％減）となっています。
　品目別にみると、帯は出荷高 160 万㎡（前
年比 15.8％減）、出荷額 170 億円（同 22.9％
減）、着尺は出荷高 34 万㎡（同 6.5％増）、出荷
額 19 億円（同 12.4％増）、着尺と帯以外は出荷
高 117 万㎡（同 90.2％減）、出荷額 48 億円（同
79.7％減）となっています。 －丹後－

　平成 23 年の織物の出荷状況は、出荷高 471
万㎡（前年比 8.0％減）、出荷額 63 億円（同 7.4％
減）となっています。このうち「ちりめん」を
みると、出荷高 242 万㎡（同 7.3％減）、出荷
額 41 億円（同 7.2％減）で、それぞれ全体の
51.4％、65.5％を占めています。

工　　　業

（図１）

（図２）

（図３）

http://www.pref.kyoto.jp/tokei/yearly/tokeisyo/ts2011/tokeisyo2011a0706.xls
http://www.pref.kyoto.jp/tokei/yearly/tokeisyo/ts2011/tokeisyo2011a0706.xls


図２ 業種別事業所数・従業者数・年間商品販売額
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　卸売・小売業の事業所数、従業者数、年間商品販売額

　平成 19 年６月１日現在の事業所数は３万
4767 事業所、従業者数は 24 万 9668 人、年間
商品販売額（18 年４月１日～ 19 年３月 31 日）
は７兆 3962 億円となっています。

　業種別年間商品販売額

　業種別年間商品販売額をみると、卸売業は
飲食料品卸売業が１兆 2663 億円で最も多く全
体の 29.0％を占め、次いでその他の卸売業が
9962 億円（構成比 22.8％）、機械器具卸売業が
9220 億円（同 21.1％）などとなっています。
　小売業は飲食料品小売業が 8816 億円で最も
多く全体の 29.2％を占め、次いでその他の小売
業が 7557 億円（同 25.0％）、各種商品小売業が
4814 億円（同 15.9％）などとなっています。

　従業者規模別にみると、事業所数は２人以下
の規模が 42.3％を占め、従業者数では 10 ～ 19
人規模が 19.1％、年間商品販売額では 10 ～ 19
人規模が 19.0％といずれも最も多くなっていま
す。

商　業（卸売・小売業）

（図１）

（図２）

　　　　事業所数　147 万 2658 事業所
　　　　従業者数　1110 万 5669 人 
　　　　年間商品販売額　548 兆 2371 億円
　　　　資料：経済産業省（商業統計調査）

　　　　年間商品販売額
　　　　卸売業　413 兆 5317 億円
　　　　小売業　134 兆 7054 億円
　　　　資料：経済産業省（商業統計調査）

全 国

全 国

http://www.pref.kyoto.jp/tokei/yearly/tokeisyo/ts2011/tokeisyo2011a0801.xls
http://www.pref.kyoto.jp/tokei/yearly/tokeisyo/ts2011/tokeisyo2011a0802.xls
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